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確　認　書

　私は令和7年4月1日から令和8年３月31日までの事業年度のディスクロージャー誌に掲載し
た内容のうち、財務諸表に関する全ての重要な点において関係諸法令に準拠して適正に表
示していることを確認しました。
　当該確認を行うにあたり、財務諸表を適正に作成する以下の体制を整備し、有効に機能し
ていることを確認しました。
・業務分掌と所管部署を明確化し、各部署が適切に業務を遂行する体制を整備しており
ます。
・業務の実施部署から独立した監査室が内部管理体制の適切性、有効性を検証してお
り、重要な事項については監査室から理事会等に適切に報告しております。
・重要な経営情報については、理事会等へ適切に付議、報告しております。

　　令和8年６月30日

香川県信用農業協同組合連合会　　　
代表理事理事長　森末　敬三　　　

会計監査人の監査

　令和7年度の貸借対照表、損益計算書、剰余金処分計算書および注記表は、農業協同組
合法第37条の2第3項の規定に基づき、有限責任監査法人トーマツの監査を受けております。
　なお、令和6年度の同財務諸表については、同条の規定に基づき、みのり監査法人の監査を
受けております。

 （注）　財務諸表とは、貸借対照表、損益計算書、剰余金処分計算書、注記表（およびキャッシュ・フロー
計算書）を指しています。

■損益の状況
利益総括表

区　　　　　分 令和7年度 増　　減
　　資金運用収益
　　資金調達費用
　　金銭の信託運用見合費用
資金運用収支 
　　役務取引等収益
　　役務取引等費用
役務取引等収支 
　　その他事業収益
　　その他事業費用
その他事業収支 
事業粗利益 
事業粗利益率 

15,565
13,668
653
2,549
36
72

△ 36
10,536
14,043
△ 3,506
△ 992
△ 0.07

令和６年度
10,752
11,179
623
196
64
99

△ 35
10,261
13,349
△ 3,088
△ 2,927
△ 0.18

4,812
2,489
30

2,353
△ 28
△ 27
△ 0
275
693

△ 417
1,934
0.11

（単位：百万円、％）

事業純益
令和7年度 増　　減

事業純益 
実質事業純益 
コア事業純益 
コア事業純益
（投資信託解約損益を除く）

△ 2,702
△ 2,702
8,285

11,116

令和６年度
△ 4,488
△ 4,488
1,523

5,234

1,786
1,786
6,761

5,882

（単位：百万円）

１． 資金運用収支＝資金運用収益－（資金調達費用－金銭の信託運用見合費用）
２． 事業粗利益率＝事業粗利益÷資金運用勘定平均残高×100

（注）

１.  事業純益＝事業収益－（事業費用－金銭の信託運用見合費用）－一般貸倒引当金純繰入額
２． 実質事業純益＝事業純益＋一般貸倒引当金純繰入額
３． コア事業純益＝実質事業純益－国債等債券関係損益
国債等債券関係損益は、国債等債券売却益、国債等債券償還益、国債等債券売却損、国債等債券
償還損、国債等債券償却を通算した損益です。

（注）
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その他事業収支の内訳
区　　　　　分 令和7年度 増　　減

　　国債等債券売却益 
　　国債等債券償還益 
　　その他の事業収益 
その他事業収益
　　国債等債券売却損 
　　国債等債券償還損 
　　その他の事業費用 
その他事業費用

2,719
－

7,816
10,536
10,414
3,293
335

14,043

△ 4,322
－

4,597
275

△  1,241
1,894
40
693

（単位：百万円）

経費の内訳
区　　　　　分 令和7年度 増　　減

　　役員報酬 
　　給料手当 
　　　うち賞与等引当金繰入額
　　福利厚生費 
　　退職給付費用 
　　役員退職慰労金 
　　役員退職慰労引当金繰入 
人件費  
　　事業推進費 
　　債権管理費 
　　旅費・交通費 
　　業務費 
　　負担金 
　　施設費 
　　雑費 
物件費  
税金  

合　　計

59
358
22
71
23
－
8

522
579
1
6

264
113
178
0

1,143
43

1,709

令和６年度
7,042
－

3,218
10,261
11,655
1,399
294

13,349

令和６年度
56
341
21
69
23
－
8

499
475
1
5

234
115
183
0

1,015
45

1,561

2
17
0
2

△ 0
－
0
22
104
△ 0
0
29
△ 1
△ 4
0

128
△ 2
148

（単位：百万円）

受取・支払利息の増減額
区　　　　　分 令和7年度増減額

　　うち貸出金
　　うち預け金
　　うちコールローン
　　うち有価証券
受取利息　　  　 
　　うち貯金
　　うち譲渡性貯金
支払利息    　　 
差引増減額　　　 

287
1,287
－

3,237
4,812
2,479
－

2,459
2,353

令和６年度増減額
△ 731
1,121
－
957
1,347
578
－
706
640

（単位：百万円）

役務取引の状況
区　　　　　分 令和7年度 増　　減

　　代理業務
　　為替業務
　　その他
役務取引等収益　　 
　　代理業務
　　為替業務
　　その他
役務取引等費用　　 

10
23
1
36
4
17
50
72

令和６年度
9
53
1
64
4
41
53
99

1
△ 29
△ 0
△  28

0
△ 24
△ 3
△ 27

（単位：百万円）

１. 増減額は前年度対比です。
２. 受取利息の「預け金」には、受取奨励金および受取特別配当金が含まれています。
３. 支払利息の「貯金」には、支払奨励金が含まれています。
４. 支払利息計の増減額は金銭の信託運用見合費用控除後の支払利息額の増減額です。

（注）
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役務取引の状況
区　　　　　分 令和7年度 増　　減

　　代理業務
　　為替業務
　　その他
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△ 0
△  28

0
△ 24
△ 3
△ 27

（単位：百万円）

１. 増減額は前年度対比です。
２. 受取利息の「預け金」には、受取奨励金および受取特別配当金が含まれています。
３. 支払利息の「貯金」には、支払奨励金が含まれています。
４. 支払利息計の増減額は金銭の信託運用見合費用控除後の支払利息額の増減額です。

（注）




